
 
 
 
 
 
 

平成 30 年１月 16 日 
 

他事業他施策との連携について（案） 
 

環境省大臣官房総合政策課環境研究技術室 
 
１．省内の他事業との連携 
 政府の実施する事業については、毎年行政事業レビューシートが作成される。

環境省全事業の平成 29 年度行政事業レビューシートの一覧を入手し、このうち

事業の目的、概要等から本事業との連携可能性があると考えられるものを別紙

１にリストアップした。これらの事業のうち、特に連携可能性が高いと考えられ

る事業について、事業を所管する課室に対するヒアリング等を行い、本事業との

連携について検討する。具体的にはこれらの事業で得られた試験データを活用

して実証を行うことを想定している。追加で試験を行う必要がないため、申請者

の手数料負担軽減につながり、申請数の増加につながると考えられる。現時点で

は、以下の 3 事業についてヒアリング等を行う予定である。 
 
（１）地域低炭素投資促進ファンド事業（No.６） 
（２）我が国の優れた水処理技術の海外展開支援事業（No.15） 
（３）アジア地域におけるコベネフィット型環境汚染対策推進事業（No.16） 
 
２．他省庁事業との連携 
（１）独立行政法人中小企業基盤整備機構との連携について 
 独立行政法人中小企業基盤整備機構の事業・施策と本事業との連携可能性を

模索するために打合せを行った。そこで以下の点について協力可能であると回

答を得た。 
 
ⅰ）技術審査書類としての実証報告書の活用 
 中小企業基盤整備機構が運営するビジネスマッチングサイトである J-
GoodTech（ジェグテック、※）への登録のための審査の簡略化等の優遇措置は

難しいが、審査書類として利用可能である旨の回答を得た。 
※J-GoodTech は国内・海外のパートナー企業の検索、自社製品・技術等の情報

発信等ができるサービス。 
URL：https://jgoodtech.jp/pub/ 
 
ⅱ）本事業の広報への協力 
来年度、全国で実施予定の本事業の説明会に同席いただき、中小企業整備基盤
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機構の事業の広報及び、本事業との連携について説明していただく。また、説明

会の情報は中小企業基盤整備機構のホームページ、メルマガ等で発信していた

だく。併せて、環境技術実証事業ウェブサイトでも、J-GoodTech のリンクを貼

り、周知に努める。 
 
３．その他事業との連携 
 中小企業庁、外務省、JICA、JETRO、商社等を中心に、引き続き他事業・他

施策と連携できるようつとめる。 


